	令和元年度 神戸介護・リハビリロボット実証評価経費補助制度
公募要領




神戸市　医療・新産業本部　医療産業都市部　誘致課
１　目的

　　介護・リハビリロボットの開発・改良に必要な実証評価に取り組む市内企業に対し安全な実証評価の実施を促すことで、介護・リハビリロボットの普及に向けた安全性の確認やニーズの掘り起こし、技術の改良を図り、事業化を促進することを目的とする。

　　応募に際しては、本公募要領をご熟読のうえ、必要書類を下記まで提出してください。

■補助金申請書の様式については、以下のホームページからダウンロードできます。
　　　　ＵＲＬ： https://www.fbri-kobe.org/kbic/
　　　　　　　　 http://www.kobe-reha-robo.jp/
         http://www.kobe-liaison.net/


２　概要

(1)　補助対象事業

　　　介護・リハビリロボット（※１）の実証評価を実施する事業
(2) 補助対象者の要件

市内企業（※２）および神戸医療産業都市進出企業（※３）で、神戸市市税条例に定める神戸市税の滞納又は未申告がない者

 （※１）「介護・リハビリロボット」とは

　　　　　　　ロボット技術（センサー、駆動系、知能・制御系の要素技術のいずれか又は複数組み合わせ）を活用したもので、介護者等の負担を軽減したり、被介護者・障がい者等の自立支援を促進したりすることを目的とする機器および情報システムとします。
 （※２）「市内企業」とは

　　　　　　　神戸市内に本社または主たる事業所を置く企業をいいます。
 （※３）「神戸医療産業都市進出企業」とは

　　　　　　　ポートアイランド内に拠点を置く企業で、神戸医療産業都市事業に参画し、神戸医療産業都市進出企業・団体一覧に掲載されている企業をいいます。
(3) 補助対象経費
	経費区分
	内　　　　　　　　　容

	安全対策費
	保険の加入に係る経費
実証評価を前提とした安全評価に係る経費
保安員の配置に係る経費

	謝礼等
	モニター・施設職員への謝礼（謝金・その他物品を含む）及び施設職員の人件費

	施設使用料
	実証評価の実施場所の施設の使用に係る経費

	レンタル費
	実証評価に使用する機器のレンタルに係る経費

実証評価の実施場所まで機器を運搬する車両のレンタル等に係る経費

	設置工事費
	実証評価の実施場所に機器を設置する工事に係る経費（施工業者に外注する場合に限る）

	委託費
	実証評価を実施する施設や専門機関へ委託等に要する経費

	その他の経費
	倫理審査委員会に係る経費

その他、実証評価の実施に必要と認められる経費


・飲食費、旅費等については対象となりません。

　　・補助対象経費は、消費税抜きの金額となります。
(4)　補助金額

５０万円を限度とし、補助対象事業費の２分の１以内とします。
(5)　補助金の交付時期

　　　　事業完了時に精算の上、請求に基づき交付します。
(6)　補助対象期間

　　　 令和２年３月３１日までとします。

(7) その他

神戸介護・リハビリロボット実証評価経費補助金交付要綱を必ずご確認ください。

交付要綱は、下記のホームページに掲載しています。

「神戸医療産業都市」
　https://www.fbri-kobe.org/kbic/
「ひょうごＫＯＢＥ介護・医療ロボット開発支援窓口」　http://www.kobe-reha-robo.jp/
「神戸ものづくり支援ポータル」
　http://www.kobe-liaison.net/
３　申請方法等

(1)　申請の際に提出していただく書類（随時）
①　神戸介護・リハビリロボット実証評価経費補助金認定交付申請書（様式第１号）
②　申請者概要書（様式第２号）
③　企画提案書（様式第３号その１～その４および別記）
④　神戸市市税条例に定める神戸市税に関する誓約書兼調査に関する承諾書（様式第３号の２）
※その他、必要に応じて、追加で書類を提出していただくことがあります。

(2)　認定交付事業の決定（随時）

①　開発機器のコンセプト設定や機能性
②　開発機器の安全性
③　実証評価の具体性
などに関する審査（必要に応じてヒアリング）を行います。

審査の結果を踏まえ、認定・不認定の決定を行い、順次、結果を申請者に通知します。

※補助金額は、予算の範囲内で認定します。　

(3)　事業計画の変更（随時）

交付決定後、事業内容若しくは遂行計画、又は補助対象経費等に変更が生じた場合（原則として、変更による補助対象経費の増減額が変更前の金額の20％を超えない場合を除く）、補助事業計画変更等届出書（様式第９号）により、速やかに届出を行ってください。
(4)　事業実績報告書の提出（令和２年３月３１日まで）

交付決定企業は、補助事業完了後１０日以内または令和２年４月１０日のいずれか早い日までに、事業実績報告書（様式第１０号その１、その２）を提出してください。
また、対象事業費の内訳が申請時から変更した場合には、補助事業計画変更等届出書（様式第９号）も合わせて提出してください。

※その他、必要に応じて、追加で書類を提出していただくことがあります。
(5)　補助金額の確定及び請求
事業実績報告に基づき、補助事業の成果、対象事業費の審査を行い、補助金額を確定するとともに確定通知書により通知します。
交付決定企業は、確定通知書を受領後、請求書（様式第１２号）を提出し、補助金を請求してください。
スケジュール

	認定交付申請

（随時）





	審査（ヒアリング）

（交付申請後、随時）


　　　　　　　　　　　

	認定交付事業の決定

（審査後）


　


	事業実績報告

（３月３１日まで）



　　　　　

　　

	最終確定・請求

（４月頃まで）




(6)　その他

①　認定交付決定時に、交付決定企業名・所在地・連絡先、事業の名称を市のホームページ等により公表します。
②　提出された書類はお返ししません。
③　当該補助事業により得られた知的財産権は、交付決定企業等に帰属するものとし、神戸市には帰属しません。
④　当該補助事業に係る帳簿及び書類は、補助期間終了後５年間保存していただく義務があります。

⑤　同一案件での神戸市の他の補助制度への重複申請はできません。また、本補助制度と同一案件で国・県等の他の補助制度への重複申請は可能ですが、その旨を必ず事業計画書にご記入ください。ただし、他の補助制度の交付を受ける場合には、本補助制度の交付はできません。
⑥　審査の判定内容に関する問い合わせについては、応じられませんので御了承ください。
⑦　本補助金を受けた場合、補助期間終了後３年間、状況報告書（様式第１０号）により、事業の進捗状況を毎年３月末日までに報告していただく義務があります。また、必要に応じて進捗状況の報告をお願いする場合があります。
⑧　予算額に達した時点で募集を終了します。

神戸介護・リハビリロボット実証評価経費補助制度　Ｑ＆Ａ集

【 補助対象者について 】

Ｑ１．主たる事業所とは？

Ａ．神戸市の法人市民税の課税対象となる事業所を言います。
【 補助対象事業について 】

Ｑ２．介護・リハビリロボットの実証評価とは？

Ａ：介護施設、リハビリテーション施設、病院等の現場や当事者のニーズに沿った、製品の開発を推進するため、実際の現場や専門機関において開発した試作機を評価し、基本コンセプトや動作・機構の確認や改良点の確認と残された課題を発見することなどを対象とします。
【 補助申請について 】

Ｑ３．国・県などの他の補助制度に、今回の申請内容と同様の申請をすることはできるのか？

Ａ：神戸市の補助制度以外への重複申請は可能ですが、その旨を必ず事業計画書にご記載下さい。

ただし、補助金の重複交付はできませんので、他の補助金の交付を受ける場合は、本補助は取り消されます。

【 会計について 】

Ｑ４．一般管理費は対象になるのか？

Ａ：一般管理費は補助対象経費の対象外です。

Ｑ５．自社調達等における利益等排除の考え方

Ａ：補助事業において、補助対象経費の中に補助事業者の自社製品の調達又は関係会社からの調達がある場合、補助対象事業の実績額の中に補助事業者の利益相当分が含まれることは、補助金交付の目的上ふさわしくないと考えられます。このため、利益等排除の方法を原則以下のとおり取り扱うこととします。

１．利益等排除の対象となる調達先

　以下の（１）～（３）の関係にある会社から調達を受ける場合（他の会社を経由した場合、いわゆる下請会社の場合も含む。）は、利益等排除の対象とします。

　利益等排除の対象範囲には、財務諸表等規則第8条で定義されている親会社、子会社、関連会社及び関係会社を用いることとします。

（１）補助事業者自身

（２）１００％同一の資本に属するグループ企業

（３）補助事業者の関係会社（上記（２）を除く）

２．利益等排除の方法

（１）補助事業者の自社調達の場合

　　原価をもって補助対象経費に計上します。この場合の原価とは、当該調達品の製造原価をいいます。

（２）１００％同一の資本に属するグループ企業からの調達の場合

　取引価格が当該調達品の製造原価以内であると証明できる場合は、取引価格をもって補助対象額とします。これによりがたい場合は、調達先の直近年度の決算報告（単独の損益計算書）における売上高に対する売上総利益の割合（以下「売上総利益率」といい、売上総利益率がマイナスの場合は０とする。）をもって取引価格から利益相当額の排除を行います。この場合の売上総利益率は小数点第2位を切り上げて計算します。

（３）補助事業者の関係会社（上記（２）を除く。）からの調達の場合

　　取引価格が製造原価と当該調達品に対する経費等の販売費及び一般管理費との合計以内であると証明できる場合、取引価格をもって補助対象経費に計上します。これによりがたい場合は、調達先の直近年度の決算報告（単独の損益計算書）における売上高に対する営業利益の割合（以下「営業利益率」といい、営業利益率がマイナスの場合は０とする。）をもって取引価格から利益相当額の排除を行います。

注）「製造原価」及び「販売費及び一般管理費」については、それが当該調達品に対する経費であることを証明してください。また、その根拠となる資料を用意してください。

　　　なお、（２）及び（３）が一般の競争の結果最低価格であった場合にはこの限りではありません。

申請書の提出先





ひょうごＫＯＢＥ介護・医療ロボット開発支援窓口


　〒651-2181　神戸市西区曙町１０７０


（兵庫県立福祉のまちづくり研究所内）


　　　　ＴＥＬ  （０７８）９２７－２７５５


Ｅ-mail　info@kobe-reha-robo.jp


（水・土・日・祝日を除く。１０：００～１２：００、１３：００～１７：００）


※ 申請書の提出にあたっては、以下のホームページより申請書を


ダウンロードし、電子メールにてご提出してください。





問い合わせ先





（企画提案に関すること）ひょうごＫＯＢＥ介護・医療ロボット開発支援窓口


ＴＥＬ（０７８）９２７－２７５５


ＦＡＸ（０７８）９２５－９２８４


Ｅ-mail　info@kobe-reha-robo.jp


（それ以外に関すること）神戸市 医療・新産業本部 医療産業都市部 誘致課


ＴＥＬ（０７８）３２２－６３４１


ＦＡＸ（０７８）３２２－６０１０


Ｅ-mail　contact@kobe-lsc.jp





提出書類





令和元年





・様式第1号


・様式第2号


・様式第3号その1～4


・様式3号別記


・様式第3号の２





・様式第7号





令和２年





・様式第9号





○ 申請書の配布場所


（水・土・日・祝日を除く。１０：００～１２：００、１３：００～１７：００）





● 神戸市 医療・新産業本部 医療産業都市部 誘致課


　　　　　　〒650-8570　神戸市中央区加納町６丁目５番１号


　　　　　　市役所１号館23階　　　　　             


ＴＥＬ（０７８）３２２－６３４１


● 兵庫県立福祉のまちづくり研究所内


ひょうごＫＯＢＥ介護・医療ロボット開発支援窓口


　　　　　　〒651-2181　神戸市西区曙町１０７０


ＴＥＬ（０７８）９２７－２７５５





下記ホームページよりダウンロードできます。 


「神戸医療産業都市」


（https://www.fbri-kobe.org/kbic/）


「ひょうごＫＯＢＥ介護・医療ロボット開発支援窓口」（� HYPERLINK "http://www.kobe-reha-robo.jp/" �http://www.kobe-reha-robo.jp/�）


「神戸ものづくり支援ポータル」


（http://www.kobe-liaison.net/）
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